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金沢市環境エネルギーセンター再整備基本構想策定業務 

仕 様 書 

 

第１章 総 則 

 

１．目的 

   本業務は、金沢市東部環境エネルギーセンター及び西部環境エネルギーセンターの２施設

を集約して新たな施設を再整備する基本構想の策定を目的とする。 

 

２．業務名称 

   金沢市環境エネルギーセンター再整備基本構想策定業務 

 

３．業務場所 

   金沢市内（既存施設は、５．既存施設概要参照） 

 

４．業務期間 

   契約締結後から令和９年３月２６日（金）まで 

 

５．既存施設概要 

   金沢市（以下、「本市」という。）から発生する燃やすごみは、東部環境エネルギーセン

ター及び西部環境エネルギーセンターで全量焼却処理しており、施設概要等は下表のとお

り。 

   【施設概要】 

 東部環境エネルギーセンター 西部環境エネルギーセンター 

所 在 地 

竣  工 

処理方式 

処理能力 

余熱利用 

 

基幹的 

設備 

改良工事 

金沢市鳴和台357番地（別紙１） 

平成３年 

連続運転式ストーカ方式 

250t/日（125t/24h×2炉） 

蒸気タービン発電機3,000kW 

場内外熱利用 

第１次 平成16年～平成19年 

第２次 平成26年～平成29年 

第３次 令和7年～令和10年 

金沢市東力町ハ3番地1（別紙１） 

平成24年 

連続運転式ストーカ方式 

340t/日（170t/24h×2炉） 

蒸気タービン発電機7,000kW 

場内外熱利用 

第１次 令和9年～令和12年予定 

 

 

    

   【処理実績（２施設合計）】                    （単位：t/年） 

 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

燃やすごみ 120,949 121,214 119,277 118,513 116,058 

下水汚泥  3,751  3,397  3,385  3,633 3,462 

   ※下水汚泥は西部環境エネルギーセンターのみで処理 



６．資格等 

（１） 本市令和８年度役務等の入札参加資格において、土木関係コンサルタントの参加資格を有

すること。 

（２） 国土交通省の建設コンサルタントの事業登録（廃棄物部門）を受けていること。 

（３） 令和３年度から令和７年度までに、国又は地方公共団体が発注する一般廃棄物処理施設   

整備（焼却又は溶融施設）に係る基本構想策定業務を元請けとして受託し完了した実績を

有すること。 

 

７．配置技術者等 

   受注者は、業務の円滑な進捗を図るため、十分な経験を有する技術者を配置し、管理技術

者、照査技術者及び担当技術者を選任して、本市の承諾を得ること。 

（１） 管理技術者は、衛生工学部門（廃棄物・資源循環）又は総合技術監理部門（衛生工学－廃

棄物管理）の技術士資格（技術士法〔平成23年法律第74号〕の規定による登録を受けてい

ること。）を有すること。 

    なお、管理技術者は照査技術者及び担当技術者を兼務できない。 

（２） 照査技術者は、技術士資格（要件は、管理技術者と同じ。）又はＲＣＣＭ（廃棄物部門）

の資格を有する者とする。 

    なお、照査技術者は管理技術者及び担当技術者を兼務できない。 

 

８．関係法令の遵守 

   受注者は、本業務の履行にあたり、関係する法令、条例、規則、通知等を遵守すること。 

 

９．秘密の保持及び中立の確保 

   受注者は、業務上知り得た秘密を他者にもらしてはならない。また、第三者に対し、常に

中立を保持しなければならない。 

 

10．疑義の解釈 

   本仕様書に定める事項について疑義が生じた場合の解釈については、本市と協議の上、そ

の指示に従うものとする。 

 

11．補完義務 

   本仕様書は、本業務の基本的事項について定めたものであり、明示されていない事項であ

っても、業務上当然必要な事項については、受注者において補完すること。 

   また、本業務完了後に、受注者の責めに帰すべき理由による成果物の不良個所があった場

合は、受注者は速やかに必要な訂正、補足等の措置を行うものとし、これに係る一切の経費

は受注者の負担とする。 

 

12．成果品等の帰属 

   本業務における成果物及び業務上作成した資料の著作権、著作隣接権、商標権、意匠権及

び所有権は金沢市に帰属するものとする。なお、成果物等に第三者が権利を有する著作物が



ある場合は、受注者が当該著作物の使用に必要な費用を負担するとともに、使用許諾契約等

に係る一切の手続きを行うものとする。 

 

13．資料の貸与 

   本業務の遂行上必要な資料の収集、調査、検討等は、原則として受託者が行うものとす

る。ただし、本市が所有する資料は、これを貸与する。貸与を受けた資料については、その

リストを作成のうえ、本市に提出し、必要が無くなったとき又は業務完了時には速やかに返

却すること。 

 

14．提出図書 

 （１）業務計画書 ※業務工程表含む（承諾後、１部返却）・・・ ２部 

 （２）技術者選任届（承諾後、１部返却）        ・・・ ２部 

 （３）打ち合わせ議事録（承諾後、１部返却）      ・・・ ２部 

 （４）業務完了届及び請求書              ・・・ １部 

 （５）中間報告書（ファイル綴じ、Ａ４）        ・・・ ５部 

    ・金沢市環境エネルギーセンター再整備基本構想骨子案（令和８年９月末まで） 

    ・金沢市環境エネルギーセンター再整備基本構想案  （令和９年１月末まで） 

    ・同上（概要版）                 （令和９年１月末まで） 

 （６）成果品（ファイル綴じ、Ａ４）          ・・・ ５部 

    ・金沢市環境エネルギーセンター再整備基本構想策定業務報告書（業務完了時） 

    ・同上（概要版）（パンフレット任意様式）     （業務完了時） 

 （７）電子データ                   ・・・ １部 

    ※電子データは直接印刷が可能な解像度の完成原稿の形（PDF）を格納するものとする。 

     また、編集が可能であるデータ形式（MS-Word、MS-Excel）で原稿及びその添付図（グ 

     ラフ・図形・写真など）を納入するものとする。 

     なお、データは整理してWindows対応の記録媒体に格納すること。 

 

15．委託料の支払い 

   業務完了後、一括払い。 

  



第２章 業務内容 

 

 本業務は、金沢市東部環境エネルギーセンター及び西部環境エネルギーセンターを集約化した

新たな環境エネルギーセンターの再整備に係る基本構想を作成する。 

 なお、業務に当たっては本市ごみ処理の現状、国・県等の最新情勢、動向及び以下の業務報告

書（以下、「業務報告書」という。）を踏まえること。 

 ・「金沢市環境エネルギーセンター再整備検討調査業務」（令和６年度） 

 ・「金沢市環境エネルギーセンター再整備方針策定業務」（令和７年度） 

 

１．再整備の背景と目的 

 （１）基本構想策定の背景と目的 

 （２）基本構想の位置付け 

 

２．ごみ処理の現状と課題の整理 

 本市ごみ処理基本計画（第７期）、清掃事業概要（直近10年分）及び業務報告書に基づき、ご

み処理の現状と課題について整理する。 

 （１）ごみ処理の現状 

    ①ごみ処理の現状 

      ごみ区分、処理体制、処理施設配置、処理フロー等について整理する。 

    ②ごみ排出量等の実績 

      種類別ごみ排出量、資源化率、ごみ組成・性状等について整理する。 

    ③収集運搬の現状 

      収集人口、収集体制・方法、収集運搬量・台数等について整理する。 

    ④中間処理及び最終処分の現状 

      各施設概要、処理量について整理する。 

    ⑤温室効果ガス排出量 

      本市全体及びごみの収集運搬・処理・処分による温室効果ガス排出量について整理

する。 

    ⑥その他 

      ごみ処理経費、余熱利用他、必要事項を整理する。 

 （２）課題の整理 

     ごみ処理の現状、業務報告書を踏まえ、再整備に係る課題を整理する。 

 

３．新施設の基本方針 

   新環境エネルギーセンターに求める基本的な方針（コンセプト）を整理する。 

 

４．施設概要 

   新環境エネルギーセンターの施設概要について整理する。 

 （１）処理体制 

     東西環境エネルギーセンターを集約し、新たな施設（１施設）を再整備する。 



 （２）目標年度 

     令和２０年代（新施設供用開始） 

 （３）施設規模 

     一般廃棄物 ３８５ｔ/日（災害廃棄物３５ｔを含む。） 

 （４）建設候補地 

     金沢市東力町地内（別紙２参照） 

 （５）処理方式 

     再整備の対象とする処理方式は、以下のとおり。 

      ①直接焼却方式  （ストーカ式 及び 流動床式） 

      ②ガス化溶融方式 （シャフト式 及び 流動床式） 

     なお、本業務では業務報告書を基に可燃ごみの処理方式全般を整理するとともに、対

象とする処理方式について詳細な比較検討を行う。また、今後、処理方式の絞り込みを

行う際に必要な評価項目及び評価基準についても整理する。 

 （６）ごみ質 

     目標年度におけるごみ質を検討する。 

 （７）処理フロー 

     （５）処理方式毎に処理フロー（設備構成）を整理する。 

     また、先進技術について調査し、実現性について検討する。 

 （８）課題整理 

     新環境エネルギーセンター再整備に係る課題を抽出し、類似他都市調査等を行い、想

定される対応方針をとりまとめる。 

 

５．環境保全 

   排ガス、騒音、振動、悪臭、排水等について、他都市の類似施設の自主規制値を調査し、

新環境エネルギーセンターの環境保全項目を整理する。 

 

６．熱利用 

   ４．施設概要から想定される回収可能なエネルギーの種類・総量・単位量等について、先

進技術や類似施設を調査・整理し、地域循環共生圏の構築に向けた新環境エネルギーセンタ

ーの熱利用方法を整理する。 

 

７．多面的価値 

   地域に多面的価値を創出する廃棄物処理施設の整備について、先行事例を調査し、本市へ

の適用について整理する。 

 

８．災害対策 

地震・水害・火災等の災害発生時における持続可能な廃棄物処理システムについて、先進

技術や類似施設を調査し、本市への適用について整理する。 

 

 



９．環境負荷低減技術調査 

   脱炭素、エネルギー回収やリサイクルの向上、省エネルギー等に向けた環境負荷低減技術

について調査・整理する。 

 

10．事業手法 

   本市ＰＦＩ活用ガイドラインに基づき、ごみ処理施設の整備・運営に係る事業方式（公設

公営、公設民営、民設民営、その他）について特徴や課題を整理する。なお、整理にあたっ

ては以下の内容を含むこと。 

 （１）類似他都市事例調査 

 （２）事業適用範囲 

 （３）事業形態、事業期間、リスク分担 

 （４）財政負担軽減効果 

 

11．事業スケジュールと財源計画 

 （１）事業スケジュール 

     令和９年度から竣工までの事業スケジュールを作成する。 

 （２）概算事業費と財源計画 

     事業スケジュールに基づき、概算費用を算定する。 

     交付金、起債、一般財源などの財源に係る諸条件を整理し、財源計画を取りまとめ

る。 

 

12．基本構想骨子案とパブリックコメント 

 （１）基本構想骨子案 

     本市廃棄物総合対策審議会に諮るため、令和８年９月末までに基本構想骨子案を作成

する。 

 （２）パブリックコメント 

     令和８年12月から基本構想骨子案について住民に広く意見を公募する予定であるた

め、提出された意見を整理する。 

 （３）基本構想案 

     上記（１）、（２）を踏まえて令和９年１月末までに基本構想案を作成する。 



 

東部環境エネルギーセンター・西部環境エネルギーセンター 位置図 

別紙１ 



 

別紙１ 別紙２ 

建設候補地 配置図 


